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１ 予算の特徴 
 

予算規模は、一般会計では、前年度に比べ、７億円の増（対前年度比 

＋0.6％）で、当初予算は過去最大規模となっています。 

また、全会計予算総額では、前年度に比べ１９億円の増（対前年度比 

＋0.9％）となっています。 

 

一般会計の歳入では、市税収入が、法人市民税で企業業績が堅調であるこ

とによる増がある一方、個人市民税で定額減税による減が見込まれることな

どにより、１億円の減（４５１億円、対前年度比△0.2％）となっています。 

また、その定額減税を補てんする地方特例交付金が、１４億円の増（１８

億円、対前年度比350.0％）となっています。 

さらに、地方交付税と普通交付税の振替措置である臨時財政対策債を合わ

せた額は、４億円の増（１６８億円、対前年度比＋2.4％）が見込まれます。 

市債は、１４億円の減（８２億円、対前年度比△14.2％）で、臨時財政対

策債を除く投資的経費の財源としての市債では、６億円の減（７４億円、対

前年度比△7.0％）となっています。 

 

一般会計の歳出では、扶助費が、障害福祉事業費や私立保育所等運営事業

費などの増により３５億円の増（４３７億円、対前年度比＋8.8％）となっ

ています。 

人件費が、定年年齢の段階的引上げに伴い、隔年で発生する退職手当の増

加などにより、１５億円の増（２２５億円、対前年度比＋7.4％）となって

います。 

公債費が、土地開発公社の清算に伴う第三セクター等改革推進債の償還終

了など長期債元金償還金の減により、１４億円の減（１０３億円、対前年度

比△11.7％）となっています。 

 

こうしたことなどから、財政基金等の取り崩し額は、前年度より１５億円

の減（２５億円、前年度より△15.4億円）となっています。 

なお、一般会計の市債残高は、１６億円の減（１，０９７億円、対前年度

比△1.4％）、臨時財政対策債を除く市債残高は、１８億円の増（６４５億

円、対前年度比＋2.8％）となっています。 
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２ 予算規模（議案説明資料 ２～３頁） 
 

一般会計  １，２６２億７，８５５万４千円（対前年度比  ０．６％増） 

                                    

特別会計    ６９８億９，７５４万９千円（対前年度比  １．７％減） 

                     

企業会計    ２６２億  ８５９万４千円（対前年度比 １０．２％増） 

 

合  計  ２，２２３億８，４６９万７千円（対前年度比  ０．９％増） 

※企業会計の数値は、事業費用及び資本的支出の合計額である。 

 
 
 

一般会計当初予算につきましては、０．６％の増（７億円の増）となって

います。             

（平成３０年度から、７年連続の増。当初予算としては、過去最大規模。

【過去２番目 令和５年度１，２５６億円】） 
 
 

 

特別会計当初予算につきましては、公共用地取得事業の減などによりまし

て、前年度に比べ１．７％の減（１２億円の減）となっています。 

（令和元年度以来、５年ぶりの減） 
 

 

企業会計当初予算につきましては、水道事業及び下水道事業の増によりま

して、前年度に比べ１０．２％の増（２４億円の増）となっています。 

（令和４年度から、３年連続の増） 
 
 
 

また、全会計予算総額では、０．９％の増（１９億円の増）となっています。

             （平成３０年度から、７年連続の増）  
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※ 参考数値 

 

市 債 残 高・・・市債残高は、一般会計では△１．４％で２年連続の減、

全会計では０．５％の増 

    一般会計 H13 1,155億円 ⇒ H14 1,160億円 ⇒ R5 1,113億円 

⇒ R6 1,097億円 

   （臨財債除く H13 1,145億円 ⇒ H14 1,127億円 ⇒ R5   627億円 

⇒ R6   645億円） 

    全 会 計 H13 2,290億円 ⇒ H14 2,291億円 ⇒ R5 1,538億円 

⇒ R6 1,546億円 

   （臨財債除く H13 2,280億円 ⇒ H14 2,258億円 ⇒ R5 1,052億円 

⇒ R6 1,094億円） 

 

基金取り崩し額・・・市税収入が定額減税の影響により減少するものの、 

減収分を補てんする地方特例交付金や普通交付税の 

増加が見込まれることなどから、３基金の取り崩し額

は前年度から１５．４億円の減少 

         R4 28.1億円 ⇒ R5 40.4億円 ⇒ R6 25.0億円 

 

経常収支比率・・・扶助費や人件費の増加が見込まれるものの、地方交付

税等一般財源の増加や公債費の減少が見込まれること

などから、令和５年度当初予算から、0.5ポイントの

改善 

            R6 当初予算 ９３．９％ 

         [参考] R5 当初予算 94.4 ％ ⇒ 最終予算 93.7 ％ 

R4  当初予算 95.1 ％ ⇒ 決算   94.1 ％ 

            R3  当初予算 95.4 ％ ⇒ 決算   91.5 ％ 
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○ 一般会計当初予算の概要 

単位：千円・％ 
 予 算 額 増減額 : 増減率 構 成 比 
 R6 R5 

 総   額 126,278,554 (    714,147 :   0.6) 100.0 100.0 

 

 〔歳 入〕 

 市   税 45,125,600 (△    78,200 : △ 0.2)  35.7  36.0 

 県税交付金  8,450,000 (    10,000 :   0.1)  6.6  6.7 

 地方交付税 16,000,000 (  1,200,000 :   8.1) 12.7  11.8 

 負担金･使用料等 2,377,470 (     23,312 :   1.0)   1.9   1.9 

国県支出金 37,205,950 (     383,332 :   1.0)  29.5  29.3 

 繰 入 金  2,787,126  (△ 1,464,757 : △34.4)  2.2  3.4 

 市   債 8,170,100 (△ 1,371,300 : △14.4)   6.5 7.6 

    そ の 他  6,162,308 (  2,011,760 :  48.5)  4.9 3.3 

 

市税

45,126 

35.7%

県税交付金

8,450

6.6%
地方交付税

16,000

12.7% 

負担金・

使用料等

2,378

1.9% 

国県支出金

37,206

29.5%

繰入金

2,787

2.2%

市債

8,170

6.5%

その他

6,162

4.9%

歳 入

126,279

単位：百万円
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単位：千円・％ 

 予 算 額  増減額 : 増減率 構 成 比 
〔歳 出〕 R6 R5 

 人 件 費 22,458,932 (  1,544,517 :   7.4)  17.8  16.7 

 扶 助 費 43,691,140 (  3,529,170 :   8.8)  34.6  32.0 

 公 債 費 10,339,796 (△ 1,366,000 : △11.7)   8.2   9.3 

 投資的経費 10,700,020 (△ 1,760,611 : △14.1)  8.5   9.9 

   補助事業  5,262,789 (△  841,879 : △13.8)  4.2   4.9 

   単独事業  5,437,231 (△  918,732 : △14.5) 4.3  5.0 

 繰 出 金 11,908,038 (△       142 : △ 0.0)   9.4   9.5 

 物 件 費 16,542,769 (△ 1,553,299 : △ 8.6) 13.1 14.4 

 補 助 費 等  7,614,785 (△   177,309 : △ 2.3)  6.0  6.2 

そ の 他 3,023,074 (    497,821 :  19.7) 2.4  2.0 

 

人件費

22,459

17.8%

扶助費

43,691

34.6%

公債費

10,340

8.2%

投資的経費

10,700

8.5%

繰出金

11,908

9.4%

その他

3,023

2.4%

物件費

16,543

13.1%

補助費等

7,615

6.0%

性 質 別
歳 出

126,279

単位：百万円

 

-6-



○ 一般会計当初予算の推移 

 予 算 額（千円） 増減率（％） 

令和６年度   １２６，２７８，５５４    ０．６ 

令和５年度   １２５，５６４，４０７    ４．１ 

令和４年度   １２０，６５５，５３７    １．０ 

令和３年度   １１９，５１２，７７５    ５．０ 

令和２年度   １１３，７８２，８３１    １．７ 

令和元年度   １１１，８７８，８９１    ２．３ 

平成30年度   １０９，３５０，２６９    ７．４ 

平成29年度 １０１，８２０，６５３ △ ２．３ 

平成28年度 １０４，２２９，１８８   ０．６ 

平成27年度 １０３，６０２，８０２ ４．０ 

  

   

  

 

○ 投資的経費（普通建設事業費）の推移 

 事業費（千円） 増減率（％） 構成比（％） 

令和６年度   10,700,020   △14.1     8.5 

令和５年度   12,460,631     9.5     9.9 

 令和４年度   11,380,279     7.6     9.4 

令和３年度   10,574,029   △ 6.1     8.8 

令和２年度   11,264,764   △ 7.1     9.9 

令和元年度   12,121,719   △16.7    10.8 

平成30年度   14,555,713     46.9    13.3 

平成29年度 9,907,306 △30.2  9.7 

平成28年度 14,201,790 △ 4.4 13.6 

平成27年度 14,858,366 38.6 14.3 
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３ 一般会計 

 

(1) 歳入（議案説明資料 ４～５頁） 

① 市 税 

 対前年度比７，８２０万円の減（△０．２％）、 

４５１億２，５６０万円を計上。 

令和３年度以来、３年ぶりの減。 

 

法人市民税で企業業績が堅調であることによる増がある一方、個人市民

税で定額減税による減が見込まれることなどにより、市税全体としては、

対前年度比で０．２％の減となっています。 

※ 主な税目 

   個人市民税    １６２億２，０００万円 

            （△ ７億３，９００万円   ４．４％減） 

   法人市民税     ３５億５，０００万円 

            （  ３億９，４００万円  １２．５％増） 

   固定資産税    １７７億５，９００万円 

            （  １億８，６００万円   １．１％増） 

事業所税      １６億６，９００万円 

（    ２，６００万円   １．６％増） 

都市計画税     ３６億３，８００万円 

（      ５，５００万円   １．５％増） 

 

② 地方交付税 

 対前年度比１２億円の増（＋８．１％）、１６０億円を計上。 

 

  内訳 普通交付税 １５６億円  （ １２億円   ８．３％増） 

 特別交付税  ４億円  （  対前年度比 増減なし  ） 

○臨時財政対策債（普通交付税の振替措置）８億円との合算額での比較で

は、４億円の増 

（R5当初164.0億円 ⇒ R6当初168.0億円） 
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③ 国庫支出金・県支出金 

 対前年度比３億８，３３３万２千円の増（＋１．０％）、 

３７２億  ５９５万円を計上。 
 

 新型コロナウイルスワクチン接種事業費の減があるものの、児童手当支

給事業費や幼保給付費、障害福祉事業費の増などにより、１．０％の増と

なっています。 

※ 主な内訳 

民生費国庫負担金 ２２４億３，６０１万１千円（2,149,578千円増） 

民生費県負担金   ７５億  ９５６万９千円（ 597,113千円増） 

総務費国庫補助金  １０億１，２６９万２千円（ 558,442千円増） 

衛生費国庫負担金     ６，６３２万７千円（1,097,901千円減） 

衛生費国庫補助金 ６，５０６万４千円（ 900,499千円減） 

 

 

④ 繰 入 金 

 対前年度比１４億６，４７５万７千円の減（△３４．４％）、 

２７億８，７１２万６千円を計上。 
 

 財政基金から２５億円を繰り入れます。 

※ 主な内訳 

 財政基金 ２５億円 

（R5 40.4億円 R4 25億円 R3 25億円 R2 24億円  R1 25億円 ） 

減債基金 － 

 （R5  －  R4 3.1億円 R3 4.1億円 R2 4.9億円 R1 7.2億円） 

 特別会計等財政健全化基金   － 

（R5   －   R4   －    R3   －   R2   －   R1   －  ） 

 

  主な基金の年度末現在高              （単位：千円） 

             R4年度末   R5決算見込  R6当初予算時点見込 

①  財政基金      9,942,179  8,503,179      6,006,179   

②  減債基金      1,501,503   1,502,503      1,503,503 

③  特会等健全化基金   455,563    455,863       456,163    

    小 計     11,899,245  10,461,545      7,965,845 

④  その他特定目的基金 3,419,929    3,402,568     3,992,469    

    合 計     15,319,174   13,864,113     11,958,314  

※ 財政基金等３基金の現在高は、R6当初予算時点見込では約80億円となっ

ていますが、決算時点では執行残等により当初予算時点から20億円程度増

加し、100億円程度を確保できる見込みです。 

-9-



⑤ 市 債 

 対前年度比１３億７，１３０万円の減（△１４．４％）、 

８１億７，０１０万円を計上。 

 臨時財政対策債を除く投資的経費の財源としての市債では、 

５億７，１３０万円の減（△７．２％）。 

 市債残高は、対前年度比１．４％の減。 

 

※ 主な内訳 

 臨時財政対策債 ８億円 

小学校施設整備事業費          ７億６，３１０万円 

焼却施設運営事業費           ６億  ８６０万円 

山手環状線街路事業費          ５億９，２５０万円 

交通安全施設整備事業費         ５億３，３５０万円 

幼稚園施設整備事業費          ５億２，６９０万円 

市役所新庁舎建設事業費         ３億４，１１０万円 

消防施設整備事業費           ３億  ６１０万円 

西明石活性化プロジェクト事業費     ３億１，７６０万円 

通信施設整備事業費           ２億５，４８０万円 

破砕選別施設運営事業費         ２億１，４１０万円 

        

※ 現債高（令和６年度末見込） 

 一般会計 １,０９７億  ３７４万１千円（△ １．４％） 

 【臨財債除く   ６４４億４，６３４万円  （  ２．８％）】 

 特別会計    ４１億１，１５６万３千円（ ２４．１％） 

 企業会計   ４０８億１，２３４万６千円（  ４．１％） 

 全 会 計    １，５４６億２，７６５万円  （  ０．５％） 

 【臨財債除く １，０９３億７，０２４万９千円（  ３．９％）】 

※市民1人当たり：一般会計約35万9千円 全会計約50万6千円 

 

※ 実質公債費比率（当初予算時点） ４．０％ 

（R5当初予算 4.4％  最終予算 4.3% R4決算 4.0%） 
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(2) 歳出 

 

①  投資的経費（議案説明資料６～８頁） 

 対前年度比１７億６，０６１万１千円の減（△１４．１％）、 

１０７億２万円を計上。 

令和３年度以来、３年ぶりの減。 

 

 補助事業で１３．８％の減、単独事業で１４．５％の減となっています。 

 

※ 主な内訳 

      山手環状線街路事業費        １０億１，８３７万３千円 

小学校施設整備事業費         ９億１，８４５万９千円 

交通安全施設整備事業費        ８億６，１５７万３千円 

福祉施設整備事業費 ７億１，１３７万円 

焼却施設運営事業費  ６億  ８６３万９千円 

      幼稚園施設整備事業費 ５億８，４４５万円 

西明石活性化プロジェクト事業費    ５億７，７３０万円 

私立保育所・認定こども園等整備（待機児童対策）事業費  

５億２，１８５万２千円 

      市役所新庁舎建設事業費 ３億７，９００万円 

      消防施設整備事業費          ３億  ６１５万５千円 

 

 

 

② 人件費（議案説明資料６～７頁） 

 対前年度比１５億４，４５１万７千円の増（＋７．４％）、 

２２４億５，８９３万２千円を計上。 

 

人件費は、定年年齢の段階的引上げに伴い、隔年で発生する退職手当の

増加などにより、７．４％の増となっています。 
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③ 扶助費（議案説明資料６～７頁） 

 対前年度比３５億２，９１７万円の増（＋８．８％）、 

４３６億９，１１４万円を計上。 

 

扶助費は、障害福祉事業費や私立保育所等運営事業費の増などにより、

８．８％の増となっています。 

※ 主な内訳 

障害福祉事業費  １１０億４，２００万円  （1,461,500千円増） 

私立保育所等運営事業に係る幼保給付費 

１１７億  １４０万円   （ 927,160千円増） 

児童手当支給事業費 ６０億４，６００万円   （ 866,000千円増） 

高校生世代への児童手当支給事業費 

３億  ５００万円   （ 151,000千円減） 

 

 

④  公債費（議案説明資料６～７頁） 

 対前年度比１３億６，６００万円の減（△１１．７％）、 

１０３億３，９７９万６千円を計上。 

 

公債費は、土地開発公社の清算に伴う第三セクター等改革推進債の償還

終了など長期債元金償還金の減により、１１．７％の減となっています。 

※ 主な内訳 

長期債元金償還金 ９６億６，８００万円  （1,356,000千円減） 

 

 

⑤  繰出金（議案説明資料６～７頁） 

 対前年度比１４万２千円の減（△０．０％）、 

１１９億  ８０３万８千円を計上。 

 

 後期高齢者医療事業特別会計繰出金の増がある一方、介護保険事業特別

会計繰出金の減などにより、前年度とほぼ同額となっています。 

※ 主な内訳 

後期高齢者医療繰出金 １０億   ３１万２千円（  93,036千円増） 

介護保険事業繰出金  ４０億１，９００万３千円（  66,996千円減） 
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⑥  物件費（議案説明資料６～７頁） 

 対前年度比１５億５，３２９万９千円の減（△８．６％）、 

１６５億４，２７６万９千円を計上。 

 

 新型コロナウイルスワクチン接種事業費の減などにより、８．６％の減

となっています。 

※ 主な内訳 

新型コロナウイルスワクチン接種事業費    ― （1,855,186千円減） 

新型コロナウイルス感染症対策事業費  ９３５千円（ 126,126千円減） 

市長及び市議会議員選挙執行経費      ― （ 108,670千円減） 

戸籍事務事業費      ３億３，２１４万６千円（ 301,870千円増） 

 

 

 

⑦  補助費等（議案説明資料６～７頁） 

 対前年度比１億７，７３０万９千円の減（△２．３％）、 

７６億１，４７８万５千円を計上。 

 

 水道事業会計繰出金や下水道事業会計繰出金の減などにより、２．３％の

減となっています。 

※ 主な内訳 

水道事業会計繰出金   ２億９，６０３万９千円（ 232,661千円減） 

下水道事業会計繰出金 ２２億８，４００万円  （  49,000千円減） 

学校給食支援事業費   １億９，５００万円  （  58,000千円増） 
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⑧ 目的別歳出の主な増減理由（議案説明資料９頁） 

単位：千円・％ 
 予 算 額 増減額 : 増減率 構 成 比 
 R6 R5 

 〔目的別歳出〕 

 総務費 11,352,118 (    890,210 :   8.5)  9.0 8.3 

 民生費  64,915,542 (  2,956,620 :   4.8)  51.4  49.4 

 衛生費  9,583,552 (△ 1,137,108 : △10.6) 7.6  8.5 

 土木費   8,085,502 (△  706,915 : △ 8.0)   6.4 7.0 

 消防費 3,332,861 (△  218,980 : △ 6.2)   2.6   2.8 

 教育費 13,967,428 (   441,133 :   3.3) 11.1 10.8 

 公債費 10,339,796  (△ 1,366,000 : △11.7)   8.2   9.3 

 諸支出金  2,660,039 (△  281,661 : △ 9.6)  2.1  2.3 

 その他 2,041,716 (    136,848 :   7.2)  1.6  1.6 

総務費

11,352

9.0%

民生費

64,916

51.4%衛生費

9,584

7.6%

土木費

8,085

6.4%

消防費

3,333

2.6%

教育費

13,967

11.1%

公債費

10,340

8.2%

諸支出金

2,660

2.1%

その他

2,042

1.6%

目 的 別 歳 出

126,279

単位：百万円
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     総務費 対前年度比     ８億９，０２１万円      ８．５％増 

職員費（退職手当等）の増  （  ７億４，２８１万円） 

市役所新庁舎建設事業費の増 （  ３億８，５４９万４千円） 

戸籍事務事業費の増     （   ３億  １８７万円） 

公共施設等ＬＥＤ化整備事業費の減 

（△  ６億円） 

 市長及び市議会議員選挙執行経費の減 

（△  １億６，０１８万円） 

 

 

民生費 対前年度比    ２９億５，６６２万円     ４．８％増 

障害福祉事業費の増 （ １４億８，１１６万７千円） 

私立保育所等運営事業費の増 （  ９億  ７０３万１千円） 

児童手当支給事業費の増   （  ８億６，６００万円） 

こども医療費助成事業費の増 （  ２億９，５００万円） 

高校生世代への児童手当支給事業費の減 

（△ １億７，７１２万円） 

 

 

衛生費 対前年度比   △１１億３，７１０万８千円  １０．６％減 

新型コロナウイルスワクチン接種事業費の減 

              （△１８億５，６４８万４千円） 

新型コロナウイルス感染症対策事業費の減 

              （△ １億７，４８７万６千円） 

一般廃棄物処理施設整備基金積立金の増 

              （  ５億円） 

焼却施設運営事業費の増   （  ３億６，８２６万４千円） 

 

 

農林水 対前年度比     １億１，５６６万６千円  ２７．５％増 

産業費  農業用施設維持管理事業費の増（    ６，１０３万６千円） 

     土地改良事業費の増     （    ５，５８３万４千円） 
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商工費 対前年度比         ３１５万８千円    ０．４％増 

天文科学館施設維持管理事業費の増 

（    ２，３９５万８千円） 

個人番号カード利用環境整備事業費の減 

 (△    ３，６００万円） 

   

 

土木費 対前年度比   △ ７億  ６９１万５千円   ８．０％減 

西明石活性化プロジェクト事業費の減 

 （△ ５億４，１６７万４千円） 

交通安全施設整備事業費の減 （△ ２億８，７０７万２千円） 

山手環状線街路事業費の減  （△ ２億４，６５７万８千円） 

市営住宅整備事業費の増 （  ２億２，０７９万６千円） 

 

 

消防費 対前年度比   △ ２億１，８９８万円      ６．２％減 

通信施設整備事業費の減   （△ ４億４，５３４万１千円） 

消防施設整備事業費の増   （  １億８，５８５万５千円） 

 

 

教育費 対前年度比     ４億４，１１３万３千円   ３．３％増 

職員費（退職手当等）の増  （  ５億２，９４８万円） 

幼稚園施設整備事業費の増  （  ４億９，４１６万２千円） 

放課後児童健全育成事業費の増（  １億７，８７０万９千円） 

図書館運営事業費の増    （  １億７，３３８万３千円） 

学校給食支援事業費の増   （    ５，８００万円） 

明石商業高等学校福祉科創設準備事業費の減 

 （△ ６億１，８７８万円） 

  

 

公債費 対前年度比   △１３億６，６００万円    １１．７％減 

長期債元金償還金の減    （△１３億５，６００万円） 
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４ 特別会計（議案説明資料２頁、１０～１１頁） 

 

①  国民健康保険事業 

  対前年度比２億５，５４９万７千円の減（△０．９％）、 

 ２８２億８，４５３万６千円を計上。 

 

   保険給付費の減などにより、０．９％の減となっています。 

 

※ 事業費の主な増減要因                 （千円） 

                             ⑤      ⑥     増減額 

   保険給付費     19,731,619  19,519,646  △211,973 

   国民健康保険     7,994,344   7,925,385   △68,959 

事業費納付金 

 

 

 

② 公共用地取得事業 

  対前年度比１４億３，７７９万４千円の減（△３９．３％）、 

 ２２億１，６６０万６千円を計上。 

 

   山手環状線、江井ヶ島松陰新田線及び西明石活性化プロジェクト事業アク

セス道路の整備に向け、効率的に用地取得を進めてまいります。 

 

※ 事業費の主な増減要因                 （千円） 

                             ⑤      ⑥     増減額 

   公共用地取得費    2,636,000   1,532,500 △1,103,500 

   公債費        1,018,400    684,106  △334,294 
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③ 介護保険事業 

  対前年度比３，７７５万６千円の増（＋０．１％）、 

 ２６２億  ２１７万７千円を計上。 

 

   第９期介護保険事業計画（令和6年度～令和8年度）に沿って取り組んでまい

ります。 

 

※ 事業費の主な増減要因                 （千円） 

                             ⑤      ⑥     増減額 

   保険給付費     23,944,248  24,036,099     91,851 

   地域支援事業費等   1,366,321   1,324,997   △41,324 

 

 

 

④ 後期高齢者医療事業 

  対前年度比３億  ７１５万８千円の増（＋６．６％）、 

 ４９億７，８３４万３千円を計上。 

 

  被保険者数の増などにより、６．６％の増となっています。 

 

※ 事業費の主な増減要因                 （千円） 

                             ⑤      ⑥     増減額 

   後期高齢者医療    4,582,458   4,870,733    288,275 
   広域連合納付金 
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５ 企業会計（議案説明資料３頁、１２～１３頁） 

 

①  水道事業 

  対前年度比２２億８，７１２万９千円の増（＋２２．７％）、 

 １２３億８，３２３万４千円を計上。 

  

  水道施設の整備や老朽管布設替を推進するなど、安全で良質な水道水の安

定した供給に努めてまいります。 

※ 事業費の主な増減要因                 （千円） 

                             ⑤      ⑥     増減額 

   営業費用       6,182,466   6,423,858    241,392 

   第４次整備事業費   2,135,401   2,874,971   739,570 

   老朽管整備事業費    599,625    937,625   338,000 

   建設改良事業費      81,513    152,000    70,487 

 

※ 当年度純利益     令和６年度見込  △３２９，２９５千円 

 

② 下水道事業 

  対前年度比１億４，０４１万１千円の増（＋１．０％）、 

 １３８億２，５３６万円を計上。 

  

  下水道施設を適正に維持管理するとともに老朽化施設の改築を推進するな 

ど、持続可能な下水道の構築に努めてまいります。 

※ 事業費の主な増減要因                 （千円） 

                             ⑤      ⑥     増減額 

   管渠整備費       563,113     642,905     79,792 

   ポンプ場整備費        0     350,000   350,000 

   処理場整備費     1,326,206   1,146,387  △179,819 

   企業債償還金     3,388,005   3,148,657  △239,348 

 

※ 当年度純利益     令和６年度見込   ３７９，８４２千円 
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１　財　　政　　指　　標　　の　　推　　移　

（単位：％）

実質公債費比率 経常収支比率 備 考

平成２７年度 3.8 91.1 決算 当初予算時の経常収支比率は、95.3％

平成２８年度 3.4 93.9 決算 当初予算時の経常収支比率は、95.4％

平成２９年度 2.9 94.2 決算 当初予算時の経常収支比率は、95.9％

平成３０年度 2.8 94.4 決算 当初予算時の経常収支比率は、95.6％

令和 元 年度 3.0 94.5 決算 当初予算時の経常収支比率は、95.3％

令和 ２ 年度 3.4 94.2 決算 当初予算時の経常収支比率は、95.9％

令和 ３ 年度 3.6 91.5 決算 当初予算時の経常収支比率は、95.4％

令和 ４ 年度 4.0 94.1 決算 当初予算時の経常収支比率は、95.1％

令和 ５ 年度 4.3 93.7 最終予算 当初予算時の経常収支比率は、94.4％

令和 ６ 年度 4.0 93.9 当初予算

財 政 基 金 減 債 基 金
特別会計等財
政健全化基金

左の３基金計
その他

特定目的基金
合 計 備　　考

平成２７年度 54 19 5 78 31 109 決算

平成２８年度 62 19 5 86 32 118 決算

平成２９年度 63 18 5 86 32 118 決算

平成３０年度 93 17 5 115 32 147 決算

令和 元 年度 90 15 5 110 32 142 決算

令和 ２ 年度 92 15 5 112 32 144 決算

令和 ３ 年度 101 15 5 121 31 152 決算

令和 ４ 年度 99 15 5 119 34 153 決算

令和 ５ 年度 85 15 5 105 34 139 決算見込

令和 ６ 年度 60 15 5 80 40 120 当初予算時点見込

一 般 会 計 特 別 会 計 企 業 会 計 全 会 計

平成２７年度 1,114 607 193 1,914
688 1,488

平成２８年度 1,155 48 701 1,904
708 1,457

平成２９年度 1,180 41 584 1,805
715 1,340

平成３０年度 1,189 36 547 1,772
701 1,284

令和 元 年度 1,182 32 514 1,728
680 1,226

1,193 35 474 1,702
682 1,191

1,168 37 441 1,646
646 1,124

1,129 39 412 1,580
619 1,070

1,113 33 392 1,538
627 1,052

1,097 41 408 1,546
645 1,094

令和 ３ 年度 決算

決算

令和 ６ 年度

令和 ２ 年度

当初予算

令和 ５ 年度 最終予算見込

決算

決算

令和 ４ 年度 決算

備　　　　考

決算

決算

決算

※財政基金等３基金の令和６年度決算時点での現在高は、１００億円程度になる見込みである。
　　当初予算時点見込 　　　令和６年度決算不用額等
　　　８０億円　 　　　＋　 　 　２０億円
※その他特定目的基金（令和６年度）は、福祉まちづくり基金・こども基金・庁舎建設基金・スポーツ振興基
金・一般廃棄物処理施設整備基金・大蔵海岸民活施設用地管理基金・本のまち基金・あかし被害者基金・明石
にじいろ基金・企業版ふるさと納税地方創生基金である。
※基金残高のピークは、次のとおり。
　　３基金：平成7年度　１７４億円（令和６年度当初予算時点見込　 80億円）
　　　　【３基金とは、財政基金、減債基金、特別会計等財政健全化基金の計】
　　全基金：平成7年度　１８８億円（令和６年度当初予算時点見込　120億円）

（単位：億円）

財　　政　　指　　標　　等　　資　　料

実質公債費比率（令和4年度決算）
　（全国平均5.5
     県下市平均8.0）
　　県下29市中3位

経常収支比率（令和4年度決算 ）
　（全国平均92.2
     県下市平均93.1）
　　県下29市中18位

○実質公債費比率とは
　当該団体の標準的な財政規模に占める借金返済額の割合。地方債を発行するには、原則として都道府県知事に協議を行い、同意を得る必要
があるが、当該指標が18%以上の団体は都道府県知事の許可が必要とされ、25%以上になった場合は単独事業の起債が制限される。
　なお、この比率は財政健全化法における健全化判断比率のひとつであり、早期健全化基準は25％、財政再生基準は35％となっている。

○経常収支比率とは
　経常経費充当一般財源の経常一般財源総額に占める割合。人件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税、地
方譲与税を中心とする経常一般財源収入がどの程度充当されているかをみることにより、当該団体の財政構造の弾力性を判断するための指
標。この数値が低いほど経常経費に充当した経常一般財源の残りの部分が大きいことになり、臨時の財政需要に対して余裕を持つことにな
り、財政構造に弾力性があることになる。

２　基　　金　　現　　在　　高　　の　　推　　移
（単位：億円）

３　市　　債　　現　　在　　高　　の　　推　　移
　　　　　  (各年度の下段数値は、臨時財政対策債を除いた数値）
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令和６年度当初予算における引上げ分に 

係る地方消費税交付金の使途について 

 

 

 地方税法第 72 条の 116 の規定により、社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する  

施策に充てるものとされた引き上げ分の地方消費税交付金は、法令等で定められた制度

にかかる市負担分に充当しています。 

 

【歳入】 地方消費税交付金（社会保障財源化分）  3,900,000 千円 

    

【歳出】 社会保障施策に要する経費 

        

（単位：千円）

 児童福祉

待機児童の解消・保育所の運営の
ために

 生活保護

生活保護の実施・受給者の自立支
援のために

 障害者福祉

障害者の自立支援・地域生活支援
のために

 高齢者福祉

養護を必要とする高齢者のために

 母子福祉

母子世帯の自立支援のために

 後期高齢者医療負担金・繰出金

後期高齢者医療の給付・低所得者
に対する保険料軽減のために

 介護保険事業繰出金

介護保険サービスのために

 国民健康保険事業繰出金

出産育児一時金の給付・低所得者
に対する保険料軽減のために

 疾病予防対策

感染症などの予防のために

48,391,452 30,953,096 17,438,356 3,900,000

社会福祉

18,845,805 14,245,713 4,600,092 1,028,800

事　　業　　内　　容 事　業　費
国県支出金

など
一般財源

(市負担分)

うち引き上げ分
に 係 る 地 方
消費税交付金

583,700

8,700,000

10,432,000 7,821,836 2,610,164

481,1006,548,750 2,151,250

242,000 54,100

239,584 3,178,381 710,800

296,000 54,000

2,800

719,232 3,708,176 829,300

社会保険

4,427,408

54,291 41,710 12,581

1,206,861 876,614 196,100

3,417,965

13,300

合　　　　　計

保健衛生 134,508 75,410 59,098

2,083,475
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事業所税の使途 

 事業所税は、地方税法第 701 条の 30 の規定により、都市環境の整備及び改善に関する事業

に要する費用に充てるための目的税です。その使途に基づく事業にかかる一般財源（市負担

分）に充当しています。 

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

道路等整備事業 2,902,850 535,200 984,100 16,496 1,367,054 425,464

公園・緑地等整備事業 110,285 0 0 0 110,285 34,324

廃棄物処理施設等整備事業 1,782,694 7,126 868,100 6,065 901,403 280,540

河川・水路等整備事業 154,636 0 65,000 0 89,636 27,897

学校・図書館等整備事業 4,159,737 163,189 2,034,500 1,540 1,960,508 610,162

社会福祉施設等整備事業 1,805,332 1,001,148 391,000 50,720 362,464 112,808

公害防止に関する事業 46,450 1,681 0 0 44,769 13,933

防災に関する事業 950,704 0 692,300 0 258,404 80,422

徴収に要する費用 83,450 0 0 0 83,450 83,450

合　　計 11,996,138 1,708,344 5,035,000 74,821 5,177,973 1,669,000

  事業所税予算額  1,669,000千円

一般財源
（市負担分）

のうち
事業所税
充当額

特　定　財　源 一般財源
(市負担分)

事業費等の内訳
令和６年度

予算額

財　源　内　訳

 

 

 

 

入湯税の使途 

 入湯税は、地方税法第 701 条の規定により、環境衛生施設等の整備や観光の振興に要する

費用に充てるための目的税です。その使途に基づく事業にかかる一般財源（市負担分）に  

充当しています。 

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

観光協会支援事業 88,098 0 0 0 88,098 600

合　　計 88,098 0 0 0 88,098 600

  入湯税予算額  600千円

一般財源
（市負担分）

のうち
入湯税充当額

特　定　財　源 一般財源
(市負担分)

事業費等の内訳
令和６年度

予算額

財　源　内　訳
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都市計画税の使途 

 都市計画税は、地方税法第 702 条の規定により、都市計画法に基づいて行う都市計画事業

又は土地区画整理法に基づいて行う土地区画整理事業に要する費用に充てるための目的税で

す。その使途に基づく事業にかかる一般財源(市負担分)に充当しています。 

国県支出金 地方債 その他

街路事業 1,145,723 425,000 683,000 0 37,723 31,267

公園事業 48,670 0 25,000 0 23,670 19,619

土地区画整理等事業 377,107 93,000 169,000 30 115,077 95,384

上記事業に係る地方債償還額 1,928,653 0 0 0 1,928,653 1,598,597

下水道事業 2,284,000 0 0 0 2,284,000 1,893,133

合　　計 5,784,153 518,000 877,000 30 4,389,123 3,638,000

一般財源
(市負担分)

事業費等の内訳

(単位：千円）

令和６年度
予算額

財　　源　　内　　訳 一般財源
（市負担分）

のうち
都市計画税

充当額

特　　定　　財　　源

  都市計画税予算額  3,638,000千円

 

 

 

 

森林環境譲与税の使途 

 森林環境譲与税は、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第 27 条及び 34 条に基づ

き、間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等の森林整備及びその促進

に要する費用に充てるための国税です。その使途に基づく事業にかかる一般財源(市負担分)

に充当しています。 

（単位：千円）

国県
支出金

地方債 その他

木材利用の促進 保育施設・学校施設整備 39,000 0 0 0 39,000 33,112

森林環境の整備 里山・森林保護対策 4,580 0 0 0 4,580 3,888

43,580 0 0 0 43,580 37,000

事業費等の内訳区分

  森林環境譲与税予算額  37,000千円

合　　計

一般財源
（市負担分）

のうち
森林環境
譲与税
充当額

特　定　財　源
一般財源

(市負担分)

令和６年度
予算額

財　源　内　訳
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